別紙様式
平成２４度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：特定疾患対策費
	事業名:喘息死予防・アレルギー系疾患対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
健康福祉部　保健医療課　地域保健・健康増進担当　電話番号：058-272-1111（内2550）

E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：640千円（前年度予算額：640千円）

	事業内容


	１　事業の内容


喘息診療ガイドラインの普及、患者カードの携帯による自己管理の徹底、住民への情報提供や病診連携の構築を図ることにより県内の喘息死を減少させること、喘息以外のアレルギー系疾患の状況を把握し適切な対策を講じることを目的として実施。
（１）医療連絡協議会の開催

（２）喘息予防、管理に関する情報の普及

・地域における喘息治療向上を図るために、診療ガイドラインの普及を実施

・喘息患者登録票、患者カード、受診報告書による、患者情報の共有及びスムーズな病診連携体制を整備

（３）喘息医療機関情報把握及び提供
・喘息救急診療受入医療機関リストの作成よる、緊急対応の連携体制づくり
（４）喘息患者の実態把握及び分析

　　・喘息死亡状況調査及び分析

（５）喘息以外のアレルギー系疾患患者の実態把握及び分析

　　・学校におけるアレルギー性疾患の状況調査及び分析

	２　所要経費


喘息死予防・アレルギー系疾患対策事業費　 640千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

４　生涯を通じての健康づくりに取り組む

○生活習慣病を予防する取組を進める
	２　これまでの取組状況


・厚生労働省は、西濃喘息研究会（大垣市民病院の医師等）が行っていた喘息に対する先駆的な取り組みに着目し、同取り組みを全国に普及するために「喘息死ゼロ作戦事業」を平成18年度からモデル的に実施。岐阜県では、同年、事業周知の研修会を開催。
・平成19年度には、岐阜県医師会に岐阜県喘息対策実施事業連絡協議会が発足し、以降、診療ガイドラインの普及、病診連携の充実、喘息死に関する調査分析等を実施。

・平成22年度には、喘息以外のアレルギー系疾患の調査等も行うこととし、喘息死予防、アレルギー系疾患対策を図ることを目的とし事業を継続している。
	３　これまでの取組に対する評価


・会議、研修会の開催により、関係機関の連絡調整や情報の普及啓発が図られた。

・診療ガイドライン、喘息患者登録票、患者カードの作成および普及啓発により、病診連携の円滑化が図られた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	640
	320
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	320

	要求額
	640
	320
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	320

	決定額
	640
	320
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	320


